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法案成立
6/20
▼

原子力規制委員会
発足
9/19
▼

40年運転制限制、ﾊﾞｯｸﾌｨｯﾄ、
ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ規制発効

H25.7月まで
▽

高浜3,4ストレステスト
保安院 １次評価
審査結果取りまとめ公表

公布
6/27
▼

美浜2 40年
7/25
▼

（規制委員会発足から10ヶ月以内）全 般

ユニット

美浜1 40年
H22.11.28
▼

規制発効時に運転期間37年を
超えている原子力発電所の
運転延長手続き期限

H28.7月まで
▽

高浜1 40年
H26.11

▽

高浜2 40年
H27.11
▽

美浜3 40年
H28.12
▽

3号、4号の
再稼動了承

6/16
▼

3号
並列
7/5
▼

４号
並列
7/21
▼

9/3
▼

（規制発効後３年間）

大飯

新基準が策定されれば
それに基づき適合性
の審査を実施

※時期については未定

再稼動新基準の策定

H24年度 H25年度～年 度

大飯

美浜

高浜

運転年数

３号：２０年
４号：１９年

１号：３３年
２号：３２年

１号：４１年
２号：４０年
３号：３５年

１号：３７年
２号：３６年
３号：２７年
４号：２７年

全ユニット
ストレステスト
1次評価提出済み

(H24.10現在)

40年運転制限制
ﾊﾞｯｸﾌｨｯﾄ
ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ

規制委員会にて
検討

現時点

敷地内
破砕帯調査

敷地内
破砕帯調査



原子力発電所での取り組み状況について（例）

大飯

美浜

若狭湾外海側に防潮堤を設置中（上図）

発電所を取り囲む防潮堤の工事も準備中

高浜

主要設備の扉を水密扉に変更
現在、大飯３・４号機は運転中
再稼動にあたり、特別な監視体制を構築
規制委員会発足後も、定例会議を実施
（写真は特別な監視体制時の定例会議）

○免震事務棟 ○フィルタ付ベント設備

各発電所で地質調査を開始、
H27上期運用開始を目指し検討

H27年度末までの設置に向け、
大飯3・4号の詳細設計中

概念図

イメージ
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○訓練の実施

H23年より実施。H24年4月～9月では
電源確保、水源確保の訓練を50回実施



当社の安全に対する取組み

○当社は、H16年8月の美浜発電所３号機
事故を踏まえ、トップのコミットメントのもと、

安全最優先を徹底し、安全文化醸成活動

に取り組み

○H23年3月の東電福島事故を踏まえ、
教訓を抽出、改善活動実施

○社外委員を中心とする「原子力安全検証

委員会」を設け、独立的な立場から意見・

助言を求める
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原子力発電所の安全

美浜３号機事故再発防止対策、自主
的・継続的な安全への取組みをはじめ
とした保安活動を含むあらゆる活動

地域の声、原子力安全検証委員会の意見

プラント安全、労働安全、社会の信頼

Ⅱ 安全の結果の評価

Ⅲ 外部の評価

Ⅰ 組織・人の意識、行動の評価

安全文化の３本柱

トップのコミットメント

学習する組織コミュニケーション

労働安全 社会の信頼プラント安全

継続的な
改善活動

安全文化醸成活動の概要

安全文化評価

原子力発電所事業運営

評価結果の
フィードバック

活動結果の
インプット



安全性向上に向けた当社の取り組み

安全確保の第一義的責任を有する事業者として、世界最高水準の安全性を
目指した取り組みを実施していく。

世界最高水準の安全性を確保

東京電力福島第一原子力発電所事故への対応

● 電源確保

● 冷却確保

電源車等の配備による中央制御室等の

電源の確保

消防ポンプ等の配備による蒸気発生器

等への供給水の確保

配電盤、ﾊﾞｯﾃﾘｰ、ﾎﾟﾝﾌﾟの浸水対策

目指すべき目標

世界最高水準の安全性を目指した対応

① 安全性向上対策の拡大
技術的知見３０項目の対策を含めたシビアアクシデント

発生防止・影響緩和対策への取り組み

● 浸水対策

「多重化」と「多様化」

③ 安全性向上対策のさらなる推進
安全性向上対策を継続的に推進するための仕組みの構築

・電気事業連合会において、独立新組織を設立

・当社は、ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑを設置

決して二度と今回と同様の事故を起こさない

対策の視点

② 安全性向上対策のチェック・レビュー
政府事故調をはじめとした各事故調査報告書
における指摘事項の検討及び対応

5

6

8

緊急安全対策
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実施中：３項目

実施済：９項目

H24年6月末時点

実施中：２項目
（計画に基づき進捗中）

H24年9月末時点

新たに完了：１項目

○新たに完了した１項目

・漂流物防護用鋼製門扉
の設置

実施済：９項目
（訓練等を継続して実施中）

具体的な
項目

原子力安全・保安院がストレステスト審査にて一層の取組みを求めた事項 <１２項目>

実施中：２８項目

実施済：５７項目

H24年6月末時点

実施中：２４項目
（計画に基づき進捗中）

H24年9月末時点

新たに完了：４項目

○新たに完了した４項目

・鉄塔基礎の安定性評価と
対策の実施
・外部電源設備の復旧手順
を定めたマニュアルの整備
および必要な資機材の確保
・水密扉への取替え
・浸水時の排水機能の確保

実施済：５７項目
（訓練等を継続して実施中）

具体的な
項目

東京電力福島第一原子力発電所事故の技術的知見に関する３０の安全対策 <８５項目>

実施中：７項目

実施済：５項目

報告書提出時(H24.4）

実施中：３３項目

実施済：５２項目

報告書提出時(H24.4）

短期対策

中長期対策

①安全性向上対策の拡大
大飯３、４号機の例
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＜検討対象とした報告書＞
１．政府事故調「東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会」最終報告（H24.7.23公表）

２．国会事故調「東京電力福島原子力発電所 事故調査委員会」報告書（H24.7.5公表）

３．東京電力「福島原子力事故調査報告書」（H24.6.20公表）

４．民間事故調「福島原発事故独立検証委員会 調査・検証報告書」（H24.2.28公表）

＜検討対象とした報告書＞
１．政府事故調「東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会」最終報告（H24.7.23公表）

２．国会事故調「東京電力福島原子力発電所 事故調査委員会」報告書（H24.7.5公表）

３．東京電力「福島原子力事故調査報告書」（H24.6.20公表）

４．民間事故調「福島原発事故独立検証委員会 調査・検証報告書」（H24.2.28公表）

＜主な指摘事項＞

○各報告書の内容について検証

各報告書における指摘事項を分類し、

83件の指摘事項を抽出

＜当社の対応状況＞

○指摘事項83件は、既に実施済または実施中であることを確認

②安全性向上対策のチェック・レビュー
－各事故調査報告書の検討結果について（8/31公表）－

○加えて、各事故調査報告書の示唆を踏まえ、主に次の５点について自主的に充実を図る。

１．シビアアクシデント対策プロジェクトチームの設置

２．シビアアクシデント対応能力向上対策の充実

３．緊急時に必要となる技能を備えた要員のリスト化

４．部門の枠を超えた更なる安全性向上の取組み

５．資機材の更なる充実

（例）
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報告書の指摘事項への対応例

○委員会の構成
法律、原子力、信頼性、ヒューマンファクター、地元
などの分野からの社外有識者（6名）を中心に構成

原子力安全検証委員会

各事故報告書のレビューならびに今後の対策の検討

安全対策推進会議

～部門の枠を超えた更なる安全性向上の取組み～

○委員会の構成
原子力部門以外の役員を主体とし、以下のメンバーで構成
委員長： 副社長（お客さま本部長）
副委員長： 副社長２名（原子力事業本部長、総合企画本部長）
委員： 常務 ３名 （原子力、火力・環境、土建・研究開発）

執行役員等 ２４名 （原子力７名、各部門１７名）

原子力安全推進委員会

全社の部門横断的な視点から、各事故報告書
のレビュー結果について情報共有、確認支援

全社の部門横断的な視点から、各事故報告書
のレビュー結果について情報共有、確認支援

原子力部門原子力部門

各委員は、現地発電所に足を運び、
発電所の幹部と直接、問題意識の共有を図る

各委員は、現地発電所に足を運び、
発電所の幹部と直接、問題意識の共有を図る

独立的な立場から
意見、助言

独立的な立場から
意見、助言
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①シビアアクシデント対策の策定と事業運営計画への反映
②シビアアクシデント対策に係る中長期設備計画、工事計画の統括
③関連部門（原子力事業本部、土木建築室）間の総合調整
④上記事項に関する社外対応

原子力事業本部、土木建築室の各グループ
（具体的な対策の検討ならびに実施）

状況報告・共有
（対応検討、対策検討）

全体調整、対策決定
進捗管理

シビアアクシデント対策プロジェクトチーム

戦略上申 指 示

チーフマネジャー
原子力技術部長

併任

マネジャー（４名）
（専任）

マネジャー（６名）
（各部長兼任）

報告 助言

報
告

支
援



③安全性向上対策のさらなる推進
－新組織の設立－

事業者が規制対応に安住せず、継続的に海外の最新知見や他社の良好事例を学び、取り入れ、

自らが世界最高水準の安全性を追求し続けるために、電力大で本年内に新組織を設立

規制当局

電気事業者

規制
提言・勧告

原子力安全

に係る海外知見

技術情報の発信

産
業
界

規
制
側

メーカー

燃料加工事業者 等

尊重

評価

第
三
者

諸外国の関係機関

連携

国内産業界

新組織

規制当局

電気事業者

規制
提言・勧告

原子力安全

に係る海外知見

技術情報の発信

産
業
界

規
制
側

メーカー

燃料加工事業者 等

尊重 第
三
者

諸外国の関係機関

連携

国内産業界

新組織
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諸外国の動向も踏まえた最先端の安全対策の推進
Ø 海外機関（米国原子力発電運転協会（INPO）、世界原子力

発電事業者協会（WANO）等）との密接な連携
Ø 諸外国の情報等を収集・分析し、最新知見を各
発電所の安全性向上へ展開

u各事業者トップのコミットメントに基づく体制
Ø 独立性と強い権限を有し、事業者に提言、勧告

u高度な技術力を有する人材を確保
Ø 産業界の技術力を結集

新組織の概要



安
全
性
・信
頼
性
の
向
上

緊急安全対策
（H23.4）

▼

ストレステスト
（H23.7～）

▼

現在

▼

世界最高水準の安全性を目指した取り組み

安全性向上対策を自主的かつ継続的に進め、世界最高水準の安全性を目指していく

安全規制見直し
・３０の対策の規制化
・バックフィット など

▽

震災前
地震動・津波高さ

などの設計想定

に基づく安全設計

を実施

緊急安全対策
多重性・多様性の確保
・電源確保

電源車等の配備

・冷却確保
消防ポンプ等の配備

・浸水対策
配電盤・バッテリー・ポンプ

の浸水対策

東京電力福島第一原子力発電所のように、
設計想定を越える津波により、３つの機能
（全交流電源、海水冷却機能、使用済燃料
プール冷却機能）を全て喪失したとしても、
炉心損傷等を防止

ストレステストで
定量的に確認

３０の対策（短期対策）

さらなる安全性向上対策
・恒設非常用発電機の設置

・中圧ポンプの配備（補助給水ポンプ代替）

・フィルタ付ベント設備の設置

・静的触媒式水素再結合装置の設置

・既存防波堤のかさ上げ

・免震事務棟の設置

・さらなる対応体制の強化 他

自主的取組み
多重性・多様性の充実
安全対策の実効性の向上
・空冷式非常用発電装置配備

・海水ポンプモータ予備品配備

・大容量ポンプの配備

・緊急時対応体制の強化

・通信機能の強化 他

教訓を抽出・反映

・ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ対策ﾁｰﾑの整備
・ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄト対応能力の向上 他

①安全性向上対策
の拡大

②安全性向上対策
のチェック・レビュー

③安全性向上対策
のさらなる推進

事故調査報告書の検討

３０の対策（中長期対策）

３０の対策
実施計画提出
（H24.4）

▼

ｽﾄﾚｽﾃｽﾄ審査での一層の取組事項

世界最高水準
★独立新組織が牽引
・国内外の優良事例、新知見の反映

・原子力緊急事態支援組織の設置
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敷地内破砕帯の追加調査

大飯： 敷地内破砕帯の活動性について、保安院が専門家からの意見を聴取。
活断層であるとの指摘はなく、活動性は無いのではないかという意見が複数あった
が、念のため追加調査が必要となった。11月2日、規制委員会が現地調査予定。
（追加調査結果については、H24.12報告予定）

美浜： 敷地内破砕帯の活動性について、保安院が専門家からの意見を聴取。
敷地から約１キロメートル東に位置する活断層の白木－丹生断層との地質構造上
の関連性が不明確、などの指摘があったことから、追加調査が必要となった。
（追加調査結果については、H25.3報告予定）

高浜： 保安院が専門家からの意見を聴取したところ、敷地近傍に活断層が無く、直接
現地を確認する必要は無いとの意見。
（活動性を判断するには情報不足で、引き続きデータ拡充に努めるものとされている。）

なお、大飯、美浜の調査状況については、当社ホームページでお知らせ中。
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※破砕帯はEL.3mの分布を表示

大飯発電所敷地内破砕帯の追加調査計画位置図

Ｆ－
６破
砕
帯
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4号 3号 2号 1号

【⑤既往トレンチ調査位置付近】
・ボーリング調査

【④ ３号炉付近】

・ボーリング調査
（追加実施）

【⑥既往トレンチ調査位置南側斜面】
・ボーリング調査（追加実施）

【⑧正門付近】
・ボーリング調査

【①台場浜付近（海岸）】
・地表踏査

【②台場浜付近（陸域）】
・トレンチ調査

【③１・２号炉背面山頂付近】
・トレンチ調査（範囲拡大）

【⑨１・２号炉背面斜面（北側）付近】
・ボーリング調査（追加実施）

【⑩Ｆ－６破砕帯延長海域】
・海上音波探査
・海底地形調査
（追加実施）

【⑦陀羅山トンネル】
・底盤剥ぎ取り調査


